
３．へき地診療所

（１）目的

この事業は、無医地区及び無医地区に準じる地区（以下「無医地区等」という。）

において診療所を整備、運営することにより、地域住民の医療を確保することを目的

とする。

（２）事業の実施主体

この事業の実施主体は、都道府県、市町村、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団

済生会、厚生農業協同組合連合会、社会福祉法人北海道社会事業協会、全国社会保険

協会連合会、医療法人、学校法人、社会福祉法人、医療生協及びその他厚生労働大臣

が認める者とする。

（３）設置基準

ア へき地診療所を設置しようとする場所を中心としておおむね半径４㎞の区域内に

他に医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口１，０００人以上であり、

かつ、診療所の設置予定地から最寄医療機関まで通常の交通機関を利用して（通常

の交通機関を利用できない場合は徒歩で）３０分以上要するものであること。

イ 次に掲げる地域で、かつ、医療機関のない離島（以下「無医島」という。）のう

ち、人口が原則として３００人以上、１，０００人未満の離島に設置するものであ

ること。

（ア）離島振興法（昭和２８年法律第７２号）第２条第１項の規定により離島振興対

策実施地域として指定された「離島の地域」

（イ）奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）第１条に規定する

「奄美群島（鹿児島県名瀬市及び大島郡の区域）」

（ウ）小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）第２条第１項に規

定する「小笠原諸島」

（エ）沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第３条第３号に規定する「離

島」

ウ 上記のほか、これらに準じてへき地診療所の設置が必要と都道府県知事が判断し、

厚生労働大臣に協議し適当と認めた地区に設置する。

（４）整備基準

ア 施設

へき地診療所として必要な診療部門（診察室、処置室、エックス線室、暗室、待

合室、看護師居室、玄関、廊下等）、医師住宅及び看護師住宅を設けるものとする。

イ 設備

へき地診療所として必要な医療機器を整えるものとする。

４．へき地診療所等医師支援事業

（１）目的

この事業は、へき地診療所等において、勤務医師を確保するため、交代要員を確保


